
報告第１号 

 

   東京都台東区特別区税条例の一部を改正する条例の専決処

分について  

 

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の一部改正に伴い、標

記条例を専決処分したので、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第１７９条第３項の規定に基づき報告する。  

 

  平成２４年４月２５日 

 

          東京都台東区長  吉   住    弘 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○写  
       専  決  処  分  書 

 

 次の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

１７９条第１項の規定により、議会を招集する時間的余裕がない

ことが明らかであると認め専決処分する。 

 

  東京都台東区特別区税条例の一部を改正する条例 

（別 紙） 

 

理由  

 地方税法及び国有資産等所在市町村交付金法の一部を改正する

法律（平成２４年法律第１７号）が、平成２４年３月３１日に公

布され、市町村民税等についての一部改正がなされたことに伴い、

所要の規定の整備を図るため、東京都台東区特別区税条例の一部

を改正する必要が生じた。  

 本件の改正する条例については、平成２４年４月１日以後の特

別区民税から適用するため早急に措置する必要があり、区議会を

招集する時間的余裕がないので、地方自治法第１７９条第１項の

規定により専決処分する。  

 

  平成２４年４月１日  

         東京都台東区長  吉  住   弘  

 



  東京都台東区特別区税条例の一部を改正する条例  

 

東京都台東区特別区税条例（昭和３９年１２月台東区条例第４

３号）の一部を次のように改正する。  

 付則第１６条の見出し中「適用期間」を「適用期間等」に改め、

同条中「につき東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨

時特例に関する法律（平成２３年法律第２９号）」を「につき東日

本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律

（平成２３年法律第２９号。以下この条において「震災特例法」

という。）」に、「附則第４５条第２項」を「附則第４５条第３項」

に改め、同条に次の１項を加える。  

２ 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき震災特例法第１

３条第３項若しくは第４項又は第１３条の２第１項から第５項

までの規定の適用を受けた場合における付則第３条の５及び第

３条の５の２の規定の適用については、付則第３条の５第１項

中「法附則第５条の４第６項」とあるのは「法附則第４５条第

４項の規定により読み替えて適用される法附則第５条の４第６

項」と、付則第３条の５の２第１項中「法附則第５条の４の２

第５項」とあるのは「法附則第４５条第４項の規定により読み

替えて適用される法附則第５条の４の２第５項」とする。  

   付 則  

（施行期日）  

第１条 この条例は、公布の日から施行する。  

（特別区民税に関する経過措置）  

第２条 この条例による改正後の付則第１６条の規定は、平成２



４年度以後の年度分の個人の特別区民税について適用し、平成

２３年度分までの個人の特別区民税については、なお従前の例

による。  

 

 


